
「全国知事会提言」(H20.2.8)・・・治山・地すべり事業のうち民有林に関する業務は地方移譲可能という意見もあるが、森林管理局（署）

の業務のほとんどが国有林に関するものと見受けられるため、組織のスリム化を進めながらも国に残すべき。 

統合する。○運輸支局を廃止する。          注）下図における（＊）は、地方分権改革推進委員会

 

「地方分権改革推進委員会第２次勧告」(H20.12.8)・・・独立行政法人化後に国に残る事務・権限を担う組織を残す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

林 野 庁 森 林 管 理 局 

問題提起 
地方が「国有林」を管理することを想定した場合、その中には国が本来担うべき国家存立や国土保全に関する林野も存在するのではな

いか。その扱いをどうすべきか。（⇒下記「グレーゾーン」） 

「国有林に関する事務」（グレーゾーン） 

 ・国有林野の経営計画の作成 

 ・国有林野の管理・処分、活用 

 ・森林治水事業 

 ・治山事業 

 

民 有 林 
17,411 千 ha 

69.4% 

国 有 林 
7,686 千 ha 

30.6% 

「民有林に関する事務」 

 ・森林治水事業 

 ・治山事業 

国に残す事務 

検討例） 

国有林の機能を踏まえ、国が今後も担

うべき森林（例えば、①水土保全林と

する等）に係る事務を限定してはどう
か。 

地方に移管する事務 

検討例） 

上記を除く森林（例えば、②共生林及

び③循環利用林とする等）及び民有林

に関する事務を地方に移管してはど
うか。 

【国有林野の機能別類型】 

 ①水土保全林 

  ・国土保全タイプ 19.8% 

  ・水源かん養タイプ 48.2% 

 ②森林と人との共生林 

  ・自然維持タイプ 20.2% 

  ・森林空間利用タイプ 7.6% 

 ③資源の循環利用林 4.1% 
(平成 21 年国有林野事業統計書より) 

森林管理局の主な事務 

 
《留意点》 
◎Ｈ２０年度国有林野事業特別会計（単位：億円） 
 
 
 
 
 
※ 累積債務：１兆３,０９６億円 

公 有 林 

(都道府県有林、
市町村有林等) 
2,830 千 ha 

11.3% 

実質 1,814 
億円の赤字 

一般会計から 1,902 億円を繰入 

収  入 支  出 収  支
４，５８９ ４，５０１ ８８

廃止・民営化すべき事務 

検討例） 

人工林の整備、木材販売等の業務は廃
止・民営化してはどうか。 

私 有 林 
14,535 千 ha 

57.9% 
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国 有 林 野 の 分 布 状 況 

凡 例 
       国有林 

【水土保全林】 

 

<国土保全タイプ> 

  
 山地災害の防止機能の発揮を第一として、樹木の根が土壌に張
り巡らされ、落葉層を保持し、下層植生の発達が良好な森林を目

指します。 
 
 

 

<水源かん養タイプ> 

 
 水源かん養機能の発揮を第一として、土壌中の生物の活動孔や
植物の根系の発達跡等による空隙が多い土壌を有し、多様な樹種

で構成された下層植生の発達が良好な森林を目指します。なお、
機能が維持できる範囲内で森林資源の有効利用に配慮します。 
 

【森林と人との共生林】 

 

<自然維持タイプ> 
 
 原生的な森林生態系の維持等自然環境の保全を第一とし、良好

な自然環境を保持する森林、学術的に貴重な動植物の生息に適し
ている森林を目指します。 
 

 

<森林空間利用タイプ> 
 
 湖沼、渓谷等と一体となって優れた自然美を構成する森林、街

並み、史跡、名勝等によって潤いのある自然環境や歴史的風致を
構成する森林等であって、必要に応じて保健・文化・教育的活動
に適した施設が整備されている森林を目指します。 

 

【資源の循環利用林】  

 

  
環境に対する負荷が少なく、再生産が可能な素材である木材の

効率的な生産を安定的に行うことを重視する森林で、森林の健全
性を確保しつつ、多様化する木材需要に応じた材木を育成するた
めに適切な更新、保育および間伐を推進していきます。 

 
 

                                             （三重森林管理署ホームページを一部加工掲載） 

国 有 林 の３ つ の 類 型 

※林野庁ホームページを一部加工し掲載 
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